
 

          

【公益目的調査研究業務の概要について】 
 
 
 
   

農村空間（田園）は、自然資本、社会資本及び制度資本からなる社会共通資本から形成され

ており、都市が鉄とコンクリートを主体とした経済中心の空間であるのに対し、農村は水と土

と緑を基本とした地域資源からなる空間といえます。 

 都市は人が造り、田園（農村）は神が創造するとされており、農村空間の振興を図るために

は、歴史、伝統、文化によって育まれた地域資源を農村空間における履歴である国民共有の財

産として位置付け、その社会共通資本が有する資産価値の最大化を目指し、国民との合意形成

の下、地域住民が主体となってマネジメントしていくという「国土経営」の視点が重要と考え

ます。 

 このため、一般財団法人日本水土総合研究所の中で、平成２３年１２月理事会で承認された

「国土経営研究会」において、一般財団法人移行に伴い公益目的事業に限定して継続して行う

調査研究業務を、自主財源により継続的に実施することとしました。 
 

 

 

 

・農村の地域資源を土地改良区、市町村が中心の地域
住民が経営主体としてマネジメント

・国家的視点で常に評価・改善し、地域資源を最適に管
理運営して、その価値の最大化を目指す 

・国土空間のうち農村空間（田園空間）を対象 
・この「空間」は、生命と風土から構成 
・今後は歴史、伝統・文化からなる空間履歴を対象とし
た「空間」の概念の下で政策総合による事業へ転換

空 間 国土経営

 

「農村振興」の視点 「政策総合」の視点

・長期展望に基づく農地や水資源の所有
権や経営管理権のあり方を想定した政策
の検討が必要 
・新たな社会資本整備のあり方や都市と対
比した共同体社会の徹底した再構築の検
討が必要 

・農村空間が国民全体のための国土の
安全と保全の役割を有するという基本的
視座が必要
・地域資源が有する価値を国民のために
マネジメントする「国土経営」の実現のた
め、政策総合が不可欠

新法人移行後の公益目的事業計画に基づき調査研究を実施 

              （国土経営研究会） 

● ２１世紀中に世界人口が１００億人突破
● 地球温暖化等による大規模な自然災害が頻発 
● 農業生産のための農地資源、水資源の制約 
● エネルギー政策の抜本見直し

世界の
動き

「国土経営研究会」

 １．公益目的事業（自主研究）の実施の経緯 



 

 

 

 

 

 

(1)当総研内に公益目的事業の調査研究業務を担当する事務局を置くこととします。事務局は

平成２３年度３月に設置しました。 

 

(2)この調査研究の実施に当たっては、一般財団法人移行後に内閣府から当総研に求められて

いる公益目的事業支出計画に基づき、自主財源からの支出によるもので公益目的に限定した

自主研究として運営することを基本とします。 

なお、公益目的事業の内容については、第三者委員会（中央委員会）において意見を得る

こととします。研究会の組織として、当総研が従来から実施している調査研究を前提に５つ

の部会を設置します。 

 

 (3)各部会の調査研究成果は、毎年度、研究会の提言として随時発表していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  

  

 

 

 

 

 

 

 

総研調査研究業務 

農業農村整備事業に 
関する調査研究

調査研究基金による公益目的事業支出計画の推進

自主研究（国土経営研究会） 

一般財団法人 日本水土総合研究所

 ２．研究会の構成と概要 



 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
  

 ３．各部会の調査研究課題 

   － 政策総合による国土経営の具体的な展開方向 － 

  

  

  

  

＜具体的研究課題例＞ 

・国土経営評価手法の検討 ・高生産性農業実現の検討 

・高度技術農業基盤のあり方の検討 ・６次産業化のあり方の検討 

・小規模農業保全実現の検討 ・理想的な農村生活のあり方の検討   等 

＜具体的研究課題例＞ 

・小水力発電、太陽光発電、小型風力発電推進の検討 

・農村におけるスマートグリッド対策や発電ポテンシャルの最大利用の検討 

・農業農村整備政策における地球温暖化の影響対策の検討      等 

＜具体的研究課題例＞ 

・河川事業と土地改良事業の政策総合実現のあり方の検討 

・水田の国土保全機能総合対策の検討 ・農業水利施設の多面的利用の検討 

・新たな土地利用計画再編政策の検討                等 

＜具体的研究課題例＞ 

・タイの洪水対策の検討 ・ラオスの自然エネルギー活用対策の検討 

・韓国の農村開発に対する共同研究のあり方検討          等 

  

＜具体的研究課題例＞ 

・農村空間の特性を活かした雇用対策の検討 

・農業の６次産業化、ブランド化、観光振興による雇用対策の検討 

・自然エネルギーを活用した雇用対策の検討            等 

第１部会 農業農村政策 

－ 7 － 

第２部会 政策総合による国土保全政策 

第３部会 農村、自然環境エネルギー政策 

第４部会 観光対策を含めた新たな雇用対策 

第５部会 海外の農業農村振興政策 



 

 

 

 

農業農村を振興するための行政的課題や技術的課題に対して、効果的な対策を提言す

るため、平成２４年度は、水田農業における経営規模拡大の実現可能性に関する調査検

討、農村の自然エネルギー活用フォーラム、農村振興ルーラル・ミーティング等の開催

を通じて普及啓発を行うとともに、海外においては、タイ、ラオスにおいて、水管理及

び自然エネルギー活用等に関する現地調査やかんがい局等の政府関係機関との交流を

行った。 

 

（１）農業農村整備事業に関する調査研究 

  ・ 水田農業における経営規模拡大の実現可能性調査検討業務の実施 
    岐阜県恵那市をモデル地区として、水田農業における経営規模拡大の実現性に

関する調査研究を実施した。 

 

（２）農業農村の振興に関する調査研究 

  ・ 農村振興と国土経営ルーラル・ミーティングの開催 
    島根県奥出雲町、宮崎県小林市において、学識経験者による討論と地域住民等

との対話型集会等を開催し、今後の地域振興につながる手法や施策の展開方向に

ついて取りまとめを行った。 

 

  ・ 地域資源等調査業務の実施 
    島根県奥出雲町、宮崎県小林市及び富山県氷見市において、農地等の地域資源

が有する多面的機能の発揮、歴史や伝統文化を踏まえた農業農村振興策を検討す

るための基礎資料を調査してとりまとめた。 

 

  ・ 大学生による農業農村の体験と地域住民（青年農業者等）との交

流会の開催 
    長野県飯山市及び松本市において、都内４大学から１２名の学生が参加し、農

業農村体験、青年農業者との意見交換会等を行った。 

  

平成２４年度の業務内容 



（３）農業農村における自然環境の整備・保全及び多面的機能発揮

のための地域資源等の整備・保全に関する調査研究

・ 農村の自然エネルギー活用フォーラムの開催

農村地域に豊富に存在する小水力、太陽光、風力などの自然エネルギーを利活

用する調査研究と技術開発についてのフォーラムをさいたま市、金沢市、仙台市

で開催した。

・ 国土経営に関する調査検討業務の実施

農村地域が有する自然資本、社会資本及び制度資本の社会共通資本の各々が有

する多面的機能の価値の定量化と公共投資可能額を算定するための検討を行っ

た。

（４）海外における農業農村の振興のための政策や技術に関する調

査研究とこれに基づく技術協力

・ タイと日本の若手技術者の水管理、施設管理に関する現地交流の実施や、国土

の洪水の災害対策について国土保全の総合的な視点からの国土省と農業省の省

際的な取組のあり方について調査研究を行った。

・ ラオスにおいて、日本の実証試験調査の発生品（小水力発電、太陽光発電、風

力発電）を活用し、ラオスの自然エネルギー施設に関するフィージビリティー現

地調査研究を実施した。また、かんがいスクールの教材としてかんがい排水関係

資料を提供し、ラオス語に翻訳した。さらに、かんがい排水事業２地区のマスタ

ープラン策定の要望を受けて調査地区を選定し、平成２５年度以降、現地調査を

実施する予定である。

・ フィリピンにおいて、ダムの漏水対策のための技術指導、現地調査を実施した。

（５）前各号に掲げる事業に関する普及啓発

  イ、農村の自然エネルギー活用フォーラムの基礎資料のとりまとめと

報告書を作成し、参加者への配布及び関係行政機関への配布

部数：３種類（さいたま市、金沢市、仙台市） 計１，０００部

対象：国、県、市町村、民間団体等の農村振興に関係する部局

ロ、上記（１）（２）（３）（４）の成果の報告書を全国主要機関に配

布予定。

https://ssl.alpha-mail.ne.jp/jiid.or.jp/contact/contact.html



